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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

中間連結会計期間
第63期

中間連結会計期間
第62期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （百万円） 358,065 393,106 761,301

経常利益 （百万円） 14,675 21,448 32,937

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 9,198 14,198 19,979

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 10,523 16,750 21,184

純資産額 （百万円） 169,958 189,496 178,920

総資産額 （百万円） 534,505 551,666 547,142

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 93.61 145.98 203.67

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） 92.60 142.06 201.11

自己資本比率 （％） 31.0 33.4 31.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 39,595 17,102 58,197

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △9,773 △25,092 △14,135

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △27,937 29,738 △45,803

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 38,495 56,674 34,960

 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．１株当たり情報の算定上の基礎となる期中平均株式数から控除する自己株式にＥＳＯＰ信託口が保有する当

社株式を含めております。
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２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

（キャリアショップ運営事業）

当社の持分法適用会社であった㈱カナデンテレシスは、2024年９月25日付で、株式を追加取得し、同社を当社の連

結子会社としております。

（インターネット事業）

㈱Tryellは、2024年４月１日付で、当社の連結子会社であるニフティライフスタイル㈱を存続会社とする吸収合併

により解散いたしました。

ニフティライフスタイル㈱は、2024年５月31日付で、㈱ドアーズの全株式を取得し、同社を当社の連結子会社とし

ております。

（その他）

AKエンタテインメント㈱は、2024年４月１日付で、AKメディア㈱及びその子会社２社の株式を取得し、同社を当社

の連結子会社としております。なお、AKメディア㈱は2024年７月１日付で、AKエンタテインメント㈱を存続会社とす

る吸収合併により解散いたしました。

㈱ビジネスグランドワークスは、2024年６月17日付で、㈱ヒューマン・アビリティ・デベロップメントに商号変更

しております。

当社は、2024年９月19日付で、㈱NJM１を新たに設立したことに伴い、同社を当社の連結の範囲に含めております。

 
この結果、2024年９月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社32社、非連結子会社３社及び持分法適用

関連会社１社により構成されております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、物価の上昇がようやく和らぎ始め、緩やかにではありますが、景

気の回復の兆しが見えてきました。しかしながら、中国経済の不透明さや中東情勢の緊張感が、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

このような状況の中で、当社株式会社ノジマは創業65周年を迎えますが、時代が大きく変化する中で「デジタル

一番星」と「お客様感動No.１」というパーパスを常に追い求めてきました。そのパーパスを実現するためにも、私

たちは「楽しく選びやすい売場」を作り、お客様の心に寄り添ったコンサルティングセールスの接客を心がけてき

ました。このような取り組みの結果、グループとしての業績は順調に推移し、特に売上高と営業利益については過

去最高値を更新しております。

当中間連結会計期間における売上高は393,106百万円（前中間連結会計期間比109.8％）、営業利益は19,968百万

円（前中間連結会計期間比147.8％）、経常利益は21,448百万円（前中間連結会計期間比146.2％）、親会社株主に

帰属する中間純利益は14,198百万円（前中間連結会計期間比154.4％）となりました。

また、当社グループの経営指標として重要視しておりますEBITDA（※）は、34,888百万円（前中間連結会計期間

比131.7％）となり、こちらも過去最高となっております。

（※）EBITDA＝経常利益＋支払利息＋社債利息＋減価償却費＋のれん償却額－持分法による投資損益
 

セグメント別の状況は以下のとおりであります。

（デジタル家電専門店運営事業）

家電小売業界の動向といたしましては、長期にわたる猛暑が続いた影響もあり、エアコンなどの大物白物家電

の売上が堅調に推移しました。「ワン・ノジマ」の考えのもと、各従業員が商品ジャンルの垣根なく店頭で行動

できるよう取り組みを推進しております。

また、人材・店舗・DXへの投資を継続しており、『DXプロジェクト』の名のもとに、各種ITサービスを活用

し、ご来店いただいたお客様一人ひとりに親切丁寧な対応ができるように取り組んでまいりました。店舗展開に

つきましては、首都圏の駅前の好立地を中心に７店舗を新規出店し、ノジマの認知度・マインドシェアをより高

めるべく、新規顧客創造に取り組みました。DXへの新たな挑戦の一環として、『「Bunshin×野島廣司」生成AIプ

ロジェクト』へ着手しました。ノジマの理念を未来に伝えるためのプロジェクトとなっており、ノジマの魂を広

く次世代に残すという強い想いが込められています。

これらの結果、売上高は145,387百万円（前中間連結会計期間比111.3％）、経常利益は9,742百万円（前中間連

結会計期間比110.5％）となり、売上高については過去最高値を更新しました。
 

（キャリアショップ運営事業）

端末価格の上昇により、買い替えサイクルが長期化し、中古端末の需要が拡大する中で、「eximoポイ活プラ

ン」などの新プランが登場し、消費者の選択肢も増えています。こうした状況の中、キャリアショップにはこれ

まで以上に高い質の店舗運営が求められています。

このような状況の中、2023年１月よりノジマグループの仲間に加わった、コネクシオ㈱では、ノジマの考え方

である「ノジマウェイ」の理念浸透により従業員の接客のレベルアップが順調に進み、お客様に喜ばれる店舗運

営となりました。アイ・ティー・エックス㈱をはじめとする、その他のキャリアショップ運営事業会社でもコネ

クシオ㈱に負けぬよう、理念浸透を徹底し、切磋琢磨しております。

これらの結果、売上高は166,550百万円（前中間連結会計期間比105.6％）、経常利益は5,672百万円（前中間連

結会計期間比391.8％）となり、売上高と経常利益について過去最高値を更新しました。

EDINET提出書類

株式会社ノジマ(E03235)

半期報告書

 4/30



 

 

（インターネット事業）

生活に欠かせないインフラとして、超高速ブロードバンドサービスが果たす役割は、ますます拡大していま

す。お客様の日常生活をより豊かに支える取り組みを進め、「お客様に最も近く感動されるISP」を目指し「入会

増加」「利用価値向上」「退会防止」の３要素をKPIに取り組みを進めています。

また、グループ店舗において主力の「＠nifty光」やメールサービスを通じて、お客様に快適な生活を提供し、

グループシナジーを発揮してきました。その結果、９月末時点のブロードバンド会員数は129万件となりました。

また、「＠nifty光10ギガ」をより快適に使っていただくために、高性能無線LANルーターの割賦販売を開始しま

した。

一方、㈱セシールは、お客様の声を聴き、改善をしながら「お客様に寄り添った商品づくり」に取り組んでい

ます。インナー商品をはじめとする様々な生活用品をご提供し、豊かなライフスタイルをサポートしていきま

す。このように、お客様の期待を超える商品・サービスの提供に努めてきましたが、在庫の適正化といった課題

にも直面しており、これからも改善に向けた取り組みを続けてまいります。

これらの結果、売上高は34,227百万円（前中間連結会計期間比104.2％）、経常利益は3,336百万円（前中間連

結会計期間比121.1％）となりました。
 

（海外事業）

海外事業については、2023年７月度にて買収をしたThunder Match Technology Sdn. Bhd.が、当中間連結会計

期間においては通期にて海外事業セグメントへ貢献しております。

このような状況下、日本本社において各国を支援する組織体制の構築強化に伴い、各国の人材育成・店舗営業

の改善へ向けた取り組みを強化しております。また、様々な支払手段がアジア諸国でも拡大していく中、既存の

自社割賦のクレジットの仕組みについては、シンガポールでは過去ご契約いただいたお客様との関係強化のアプ

ローチ、マレーシアでは自社割賦のサービス内容を見直し、新しいプランの提供などを通じて、既存のお客様

と、新しいお客様への接点づくりへと取り組んでまいりました。

また、店舗の改装やスクラップアンドビルドなど、引き続きエリアや市場との親和性を鑑みながら、店舗への

投資については引き続き尽力してまいります。

これらの結果、売上高は39,047百万円（前中間連結会計期間比127.9％）、経常利益は277百万円（前中間連結

会計期間は経常損失150百万円）となり、売上高について過去最高値を更新しました。
 

（金融事業）

米ドル／円相場は、この夏、波乱の展開を迎えました。７月初めには161円台後半まで下落したものの、米連邦

準備制度理事会（FRB）の追加利下げ観測と日銀の追加利上げが市場を揺るがし、150円台前半まで円高が進みま

した。８月に入ると、米国での景気後退の懸念が一気に広がり、株価が急落。リスク回避の動きが強まり、一時

は141円台まで急上昇する瞬間もありました。

その後、FRBによる大幅な金利利下げや自由民主党総裁選の影響を受けて、為替は上下を繰り返し、９月末には

143円台で終わりを迎えました。米ドル／円以外の主要通貨に対しても、この７月から９月にかけて円は米ドルと

同様に激しく揺れ動きました。

このような不確実性が増すマーケット環境の中、ショック相場に強くFX初心者でも運用しやすい当社独自の運

用手法である「トラリピ」のサービス拡充を図ってまいりました。「トラリピ世界戦略」につきましては、トラ

リピが得意とするレンジ相場を形成しやすい通貨ペアの第４弾となる「ノルウェークローネ／スウェーデンク

ローナ」をリリースし、既存の「豪ドル／NZドル」「ユーロ／英ポンド」「米ドル／カナダドル」とあわせた分

散投資の推進を行いました。

これらの結果、売上高は3,093百万円（前中間連結会計期間比98.3％）、経常利益は1,018百万円（前中間連結

会計期間比103.5％）となりました。

 
（その他）

セグメント情報のその他の中でも主要な事業としては、AXN㈱が属する有料衛星放送事業となっており、当中間

連結会計期間において、新たな子会社として㈱アニマックスブロードキャスト・ジャパン及び㈱キッズステー

ションの２社がグループ入りしております。

既存のAXN㈱にて取り組んでおりました、海外ドラマチャンネルである「アクションチャンネル」とミステリー

ドラマ専門チャンネルである「ミステリーチャンネル」、洋画専門チャンネル「ザ・シネマ」に加え、新たなコ

ンテンツとしてシナジーの発揮と共に、グループ内でのコラボレーションの創設へとつなげてまいります。

これらの結果、有料衛星放送事業についての売上高は5,900百万円、経常利益は1,073百万円となりました。
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（店舗運営の状況）

デジタル家電専門運営事業では、スクラップアンドビルドにより、デジタル家電専門店７店舗を新規出店、３

店舗を閉店し225店舗となり、通信専門店は１店舗を閉店し17店舗となりましたので、合わせて242店舗となりま

した。

キャリアショップ運営事業では、直営店・FC店を合わせて、スクラップアンドビルドにより、12店舗を譲受、

28店舗を閉店・譲渡し、944店舗となりました。

海外事業では、スクラップアンドビルドにより、３店舗を新規出店、５店舗を閉店し、114店舗となりました。

以上の結果、当中間連結会計期間末における店舗数は、以下のとおりとなりました。

運営店舗の状況

区分 直営店 ＦＣ店 計

デジタル家電専門店運営事業 242店舗 － 242店舗

 
デジタル家電専門店 225店舗 － 225店舗

通信専門店 17店舗 － 17店舗

キャリアショップ運営事業 652店舗 292店舗 944店舗

 
キャリアショップ 616店舗 289店舗 905店舗

その他 36店舗 3店舗 39店舗

海外事業 114店舗 － 114店舗

合計 1,008店舗 292店舗 1,300店舗
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②財政状態の状況

当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ4,524百万円増加して551,666百万円となりまし

た。

その主な内訳は、流動資産が11,742百万円減少して341,692百万円に、また固定資産が16,266百万円増加して

209,973百万円となりました。

流動資産減少の主な要因は、現金及び預金の増加21,714百万円並びに商品及び製品の増加1,530百万円等があった

ものの、売掛金の減少12,664百万円及びトレーディング商品の減少12,072百万円等によるものであります。

固定資産増加の主な要因は、契約関連無形資産の減少2,690百万円、リース資産（純額）の減少1,131百万円及び

繰延税金資産の減少801百万円等があったものの、投資有価証券の増加21,100百万円及び顧客関連無形資産の増加

505百万円等によるものであります。

当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ6,051百万円減少して362,170百万円となりまし

た。

その主な内訳は、流動負債が41,699百万円減少して252,888百万円に、また固定負債が35,649百万円増加して

109,280百万円となりました。

流動負債減少の主な要因は、１年内返済予定の長期借入金の増加7,229百万円、契約負債の増加1,717百万円及び

未払法人税等の増加1,077百万円等があったものの、受入保証金の減少22,914百万円並びに支払手形及び買掛金の減

少14,981百万円等によるものであります。

固定負債増加の主な要因は、リース債務の減少1,296百万円及び繰延税金負債の減少1,052百万円等があったもの

の、長期借入金の増加36,674百万円等によるものであります。

当中間連結会計期間末の純資産合計は、利益剰余金の増加12,436百万円等により、前連結会計年度末に比べ

10,575百万円増加して189,496百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.6ポイント向上し、33.4％となりました。

 
（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、56,674百万円（前中間連結会計

期間は38,495百万円）となりました。

各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、17,102百万円の収入（前中間連結会計期間比43.2％)となりました。

これは主に、税金等調整前中間純利益21,590百万円に対して、増加要因として売上債権の減少額14,124百万円及

びトレーディング商品（資産）の減少額12,072百万円等があったものの、減少要因として受入保証金の減少額

22,914百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、25,092百万円の支出（前中間連結会計期間比256.8％)となりました。

これは主に、敷金及び保証金の回収による収入474百万円等があったものの、投資有価証券の取得による支出

18,953百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出3,550百万円及び新規出店に伴う有形固定資産

の取得による支出1,714百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、29,738百万円の収入（前中間連結会計期間は27,937百万円の支出)となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出9,725百万円、自己株式の取得による支出5,552百万円、短期借入金の

純減額4,769百万円及びリース債務の返済による支出2,674百万円等があったものの、長期借入れによる収入53,630

百万円等によるものであります。

 
（３）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題の重要な変更及び新

たに発生した課題はありません。

 
（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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（６）従業員数

当中間連結会計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 
（７）主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画に著し

い変更はありません。

 
（８）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資金需要

当社グループの資金需要のうち主なものは、仕入債務の支払いによる運転資金及び新規出店のための設備投資

資金であります。

　

②借入債務

2024年９月末現在の借入債務の概要は次のとおりであります。

区分
合計

（百万円）

年度別要支払額

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
 （百万円）

短期借入金 4,213 4,213 ― ― ― ―

１年内返済予定の長期借入金 12,401 12,401 ― ― ― ―

長期借入金（１年内返済予定
のものを除く）

48,217 ― 11,378 11,009 8,832 16,996
 

 
③財務政策

当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については、自己資金及び金融機関からの借入金により資金

調達することとしております。

また、当社グループは、運転資金の機動的かつ安定的な調達を可能にするため、主要取引金融機関と総額

97,357百万円の当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結しております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ノジマ(E03235)

半期報告書

 8/30



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 340,000,000

計 340,000,000
 

 
②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）

 （2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
 （2024年11月14日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 102,579,232 102,579,232
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 102,579,232 102,579,232 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。

 
（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 
決議年月日 2024年７月16日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　　　　　 　 14
当社執行役　　　　　　　　　 　 4
当社従業員　　　　　　　　 　1,233
当社子会社の取締役及び従業員 1,668

新株予約権の数(個)※ 36,246（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式 3,624,600（注）１

新株予約権の行使時の払込金額※
157,000円

（１株当たり1,570円）（注）２

新株予約権の行使期間※ 2027年７月17日～2029年７月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額※

１．発行価格　　    1,570円

２．資本組入額 　　785円00銭

新株予約権の行使の条件※

１．新株予約権者は、権利行使時において当社又は子会
社の取締役、執行役又は従業員のいずれかの地位を有
していることを要する。
ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合は
この限りではない。

２．新株予約権の相続はこれを認めない。
３．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得に関しては、当社取締役

会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）３
 

※　新株予約権証券の発行時（2024年８月６日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株となります。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整

の結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率
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また、新株予約権の割当日後時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発

生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、

吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交

換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。

以下同じ。）において行使されておらずかつ当社により取得されていない新株予約権（以下「残存新株予約

権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイ

からホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するも

のとします。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新

設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とし

ます。

①　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

②　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とします。

③　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、新株予約権の定めに準じて合理的に決定します。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記２．に従って定める調整後行使価

額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる

金額とします。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上

記「新株予約権の行使期間」の満了日までとします。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生ずる１円未満の端数は、こ

れを切り上げます。

ロ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ．記載の資本

金等増加限度額から上記イ．に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要します。

⑧　新株予約権の取得の事由及び消却条件

イ．当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転計画書承認の議案につき当社株主総会で承認された

場合は、取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができます。

ロ．当社は、新株予約権者が、上記「新株予約権の行使の条件」に規定する行使の条件に該当しなくなった

ことにより権利を行使できなくなった場合、又は権利を放棄した場合は、新株予約権を無償で取得するこ

とができます。

ハ．当社は、いつでも、当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができるものとします。

 
②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 2024年４月１日～
 2024年９月30日

― 102,579,232 ― 6,330 ― 5,245
 

 

（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式

数の割合
（％）

野島廣司株式会社 神奈川県相模原市中央区弥栄一丁目７番２号 14,698 15.15

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 赤坂インターシテ

ィＡＩＲ
7,274 7.50

ティーエヌホールディングス株

式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 5,320 5.48

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 4,368 4.50

ネックス社員持株会
神奈川県横浜市西区南幸一丁目１番１号 ＪＲ横浜

タワー２６Ｆ
3,954 4.08

公益財団法人真柄福祉財団 新潟県新潟市中央区万代三丁目１番１号 3,408 3.51

有限会社ノマ 神奈川県相模原市中央区中央三丁目３番３号 3,000 3.09

野島　廣司 神奈川県横浜市中区 2,821 2.91

野島 隆久 神奈川県相模原市中央区 2,439 2.51

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 2,240 2.31

計 － 49,525 51.05
 

（注）１．ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式は、控除する自己株式に含めておりません。

２．上記のほか当社所有の自己株式5,573千株があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 5,573,700
 

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 96,981,000
 

969,810 ―

単元未満株式 普通株式 24,532
 

― ―

発行済株式総数 102,579,232 ― ―

総株主の議決権 ― 969,810 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式37,800株を含めております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数378個を含めております。

 
②【自己株式等】

  2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社ノジマ

神奈川県相模原市中央区
横山一丁目１番１号

5,573,700 - 5,573,700 5.43

計 ― 5,573,700 - 5,573,700 5.43
 

（注）ＥＳＯＰ信託口が保有している当社株式1,573,500株につきましては、上記自己株式に含めておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）執行役の状況

① 退任執行役

 

役職名 氏名 退任年月日

執行役
モバイルソリューション推進部長

兼　ドコモカンパニー長
兼　キャリアショップ育成グループ長

疋田　宜裕 2024年８月１日

 

 
（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性15名　女性3名（役員のうち女性の比率16.7％）
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 35,912 57,626

  売掛金 84,989 72,325

  商品及び製品 67,469 68,999

  番組勘定 1,507 2,540

  未収入金 32,345 29,394

  預託金 86,370 77,942

  トレーディング商品 33,749 21,676

  その他 12,083 12,106

  貸倒引当金 △993 △920

  流動資産合計 353,434 341,692

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 21,158 20,737

   工具、器具及び備品（純額） 3,944 3,915

   機械装置及び運搬具（純額） 346 332

   リース資産（純額） ※1  18,219 ※1  17,088

   土地 14,829 14,917

   その他（純額） 774 1,084

   有形固定資産合計 59,273 58,074

  無形固定資産   

   のれん 44,042 43,645

   ソフトウエア 3,438 3,309

   契約関連無形資産 48,380 45,690

   顧客関連無形資産 - 505

   技術関連無形資産 3,760 3,446

   その他 863 831

   無形固定資産合計 100,484 97,429

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,674 25,775

   繰延税金資産 8,208 7,407

   敷金及び保証金 18,546 18,385

   退職給付に係る資産 241 258

   その他 2,637 2,975

   貸倒引当金 △360 △332

   投資その他の資産合計 33,948 54,469

  固定資産合計 193,707 209,973

 資産合計 547,142 551,666
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 80,054 65,073

  電子記録債務 839 676

  短期借入金 8,983 4,213

  1年内返済予定の長期借入金 5,171 12,401

  未払金 23,051 20,192

  未払法人税等 7,896 8,974

  未払消費税等 3,589 2,567

  未払費用 7,068 5,527

  前受金 8,156 7,167

  契約負債 10,392 12,109

  ポイント引当金 1,247 1,340

  賞与引当金 4,071 3,528

  リース債務 4,561 4,818

  受入保証金 119,564 96,649

  トレーディング商品 1,367 935

  その他 8,570 6,712

  流動負債合計 294,588 252,888

 固定負債   

  長期借入金 11,542 48,217

  契約負債 11,966 16,517

  役員退職慰労引当金 200 225

  退職給付に係る負債 12,493 12,780

  繰延税金負債 11,505 10,453

  リース債務 15,715 14,418

  その他 10,207 6,666

  固定負債合計 73,631 109,280

 特別法上の準備金   

  金融商品取引責任準備金 1 0

  特別法上の準備金合計 1 0

 負債合計 368,221 362,170

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,330 6,330

  資本剰余金 7,735 7,614

  利益剰余金 162,953 175,389

  自己株式 △6,293 △10,928

  株主資本合計 170,725 178,406

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 724 2,329

  繰延ヘッジ損益 0 △30

  為替換算調整勘定 2,740 3,605

  その他の包括利益累計額合計 3,464 5,904

 新株予約権 2,628 2,605

 非支配株主持分 2,101 2,579

 純資産合計 178,920 189,496

負債純資産合計 547,142 551,666
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 358,065 393,106

売上原価 250,045 277,622

売上総利益 108,020 115,484

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 11,014 11,523

 給料手当及び賞与 32,471 32,848

 賞与引当金繰入額 3,634 3,475

 退職給付費用 864 846

 地代家賃 12,300 12,232

 減価償却費 7,785 7,877

 のれん償却額 2,564 2,993

 その他 23,873 23,718

 販売費及び一般管理費合計 94,508 95,515

営業利益 13,511 19,968

営業外収益   

 受取利息 119 109

 受取配当金 127 168

 仕入割引 1,092 1,324

 持分法による投資利益 42 22

 その他 592 576

 営業外収益合計 1,974 2,202

営業外費用   

 支払利息 387 537

 為替差損 128 8

 その他 294 176

 営業外費用合計 810 722

経常利益 14,675 21,448

特別利益   

 新株予約権戻入益 585 261

 固定資産売却益 11 0

 その他 - 23

 特別利益合計 596 285

特別損失   

 減損損失 174 37

 店舗閉鎖損失 15 106

 その他 41 -

 特別損失合計 231 144

税金等調整前中間純利益 15,039 21,590

法人税、住民税及び事業税 5,810 8,074

法人税等調整額 △66 △795

法人税等合計 5,744 7,278

中間純利益 9,295 14,311

非支配株主に帰属する中間純利益 97 113

親会社株主に帰属する中間純利益 9,198 14,198
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純利益 9,295 14,311

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 297 1,605

 繰延ヘッジ損益 29 △31

 為替換算調整勘定 937 865

 退職給付に係る調整額 △36 -

 その他の包括利益合計 1,228 2,439

中間包括利益 10,523 16,750

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 10,426 16,637

 非支配株主に係る中間包括利益 97 113
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 15,039 21,590

 減価償却費 7,975 8,427

 減損損失 174 37

 のれん償却額 2,564 2,993

 持分法による投資損益（△は益） △42 △22

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 126 102

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 79 △109

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 112 92

 契約負債の増減額（△は減少） 681 6,396

 受取利息及び受取配当金 △246 △278

 支払利息 387 537

 売上債権の増減額（△は増加） 20,348 14,124

 棚卸資産の増減額（△は増加） 10,406 △1,330

 未収入金の増減額（△は増加） 8,636 3,157

 仕入債務の増減額（△は減少） △9,534 △15,552

 未払費用の増減額（△は減少） 531 △1,569

 未払消費税等の増減額（△は減少） 2,619 △1,146

 未払金の増減額（△は減少） △6,557 △3,972

 前受金の増減額（△は減少） △732 △978

 前受収益の増減額（△は減少） △171 △5,040

 預託金の増減額（△は増加） 3,244 8,427

 
トレーディング商品（資産）の増減額（△は増
加）

△13,868 12,072

 受入保証金の増減額（△は減少） 11,272 △22,914

 
トレーディング商品（負債）の増減額（△は減
少）

1,259 △432

 その他 △4,973 198

 小計 49,331 24,811

 利息及び配当金の受取額 262 294

 利息の支払額 △403 △532

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △9,595 △7,471

 営業活動によるキャッシュ・フロー 39,595 17,102
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,536 △1,714

 無形固定資産の取得による支出 △622 △1,155

 投資有価証券の取得による支出 △62 △18,953

 敷金及び保証金の差入による支出 △251 △554

 敷金及び保証金の回収による収入 271 474

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△7,768 △3,550

 その他 196 362

 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,773 △25,092

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,311 △4,769

 長期借入れによる収入 11,725 53,630

 長期借入金の返済による支出 △37,456 △9,725

 自己株式の取得による支出 △915 △5,552

 自己株式の売却による収入 509 -

 ストックオプションの行使による収入 480 619

 配当金の支払額 △1,477 △1,775

 リース債務の返済による支出 △2,142 △2,674

 その他 27 △13

 財務活動によるキャッシュ・フロー △27,937 29,738

現金及び現金同等物に係る換算差額 855 △32

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,739 21,714

現金及び現金同等物の期首残高 35,755 34,960

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  38,495 ※１  56,674
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-2項(2)ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 
（追加情報）

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、中長期的な企業価値を高めること及び従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて

自社の株式を交付する取引（以下「本制度」という。）を行っております。

 
１．取引の概要

当社は、中長期的な企業価値を高めることを目的として、本制度を2024年８月に導入しております。本制度

では、「ネックス社員持株会」（以下「当社持株会」という。）へ当社株式を譲渡していく目的で設立する従

業員持株ＥＳＯＰ信託口が、2024年８月から2027年８月（予定）にわたり当社持株会が取得する規模の株式を

予め一括して取得し、当社持株会へ売却を行います。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当中間連結会計期間2,994百万円、

1,573千株であります。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当中間連結会計期間3,000百万円

 
（中間連結貸借対照表関係）

※１「リース資産（純額）」には、国際財務報告基準を適用している子会社が計上している使用権資産（前連結会

計年度末18,210百万円、当中間連結会計期間末17,056百万円）を含めて表示しております。

 
（中間連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 39,884百万円 57,626百万円

株価指数証拠金取引顧客分別金 △13 〃 △2 〃

預入期間が３か月を超える定期預金 △100 〃 △100 〃

担保に供している定期預金 △1,275 〃 △850 〃

現金及び現金同等物 38,495 〃 56,674 〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月９日

取締役会
普通株式 1,478 15 2023年３月31日 2023年６月２日 利益剰余金

 

（注）2023年５月９日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式

に対する配当金7百万円が含まれております。

 
（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月31日

取締役会
普通株式 1,474 15 2023年９月30日 2023年12月６日 利益剰余金

 

（注）2023年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式

に対する配当金1百万円が含まれております。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月７日

取締役会
普通株式 1,761 18 2024年３月31日 2024年６月７日 利益剰余金

 

 
（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 1,940 20 2024年９月30日 2024年12月６日 利益剰余金

 

（注）2024年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式

に対する配当金31百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

中間連結

損益計算

書

計上額

（注）３

デジタル

家電専門店

運営事業

キャリア

ショップ

運営事業

インター

ネット事業
海外事業 金融事業 計

売上高           
外部顧客への売上

高
129,822 157,196 32,653 30,538 3,146 353,357 4,707 358,065 － 358,065

セグメント間の内

部

売上高又は振替高

844 448 198 － － 1,490 397 1,888 △1,888 －

計 130,666 157,644 32,852 30,538 3,146 354,848 5,104 359,953 △1,888 358,065

セグメント利益又は損

失(△)
8,814 1,447 2,754 △150 984 13,849 948 14,797 △122 14,675

 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モール事業、有料衛星放送事

業、スポーツ事業、研修事業及びメガソーラー事業等を含めております。

２．セグメント利益又は損益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

３．セグメント利益又は損益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失)

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、報告セグメントの計上額は、「デジタル家電専門店運営事業」108百万円、「キャリアショップ運営事業」

62百万円、「インターネット事業」2百万円であります。
 

（のれんの金額の重要な変動）

金融事業において前連結会計年度に実施した株式会社マネースクエアHDとの企業結合について、取得原価の配分

が確定していなかったため、のれんの金額は、暫定的に算出された金額でありましたが、当中間連結会計期間に暫

定的な会計処理が確定したため、のれんの金額を修正しております。
 

海外事業においてThunder Match Technology Sdn. Bhd.の全株式を取得し、連結子会社としています。当中間連

結会計期間末において、取得原価の配分が完了していないため、入手可能な合理的な情報に基づいて暫定的な会計

処理をしています。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

中間連結

損益計算

書

計上額

（注）３

デジタル

家電専門店

運営事業

キャリア

ショップ

運営事業

インター

ネット事業
海外事業 金融事業 計

売上高           
外部顧客への売上

高
144,097 165,247 33,988 39,047 3,093 385,475 7,630 393,106 － 393,106

セグメント間の内

部

売上高又は振替高

1,290 1,302 238 － － 2,830 393 3,224 △3,224 －

計 145,387 166,550 34,227 39,047 3,093 388,306 8,023 396,330 △3,224 393,106

セグメント利益 9,742 5,672 3,336 277 1,018 20,046 1,437 21,484 △36 21,448
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モール事業、有料衛星放送事

業、スポーツ事業、研修事業及びメガソーラー事業等を含めております。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失)

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、報告セグメントの計上額は、「デジタル家電専門店運営事業」9百万円、「キャリアショップ運営事業」26

百万円、「海外事業」1百万円であります。
 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日 至　2023年９月30日）

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

（注）
合計デジタル

家電専門店

運営事業

キャリア

ショップ

運営事業

インター

ネット事業
海外事業 金融事業 計

家電等販売 99,952 － 9,365 24,768 － 134,086 3 134,089

携帯電話等販売 29,243 157,196 － 4,508 － 190,948 － 190,948

ネットワークサービス － － 23,288 － － 23,288 － 23,288

その他 116 － － 757 50 923 3,609 4,533

顧客との契約から生じる収益 129,312 157,196 32,653 30,033 50 349,246 3,613 352,859

その他の収益 510 － － 504 3,096 4,111 1,094 5,205

外部顧客への売上高 129,822 157,196 32,653 30,538 3,146 353,357 4,707 358,065
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モール事業、有料衛星放送事業、ス

ポーツ事業、研修事業及びメガソーラー事業等を含めております。

 
当中間連結会計期間（自　2024年４月１日 至　2024年９月30日）

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

（注）
合計デジタル

家電専門店

運営事業

キャリア

ショップ

運営事業

インター

ネット事業
海外事業 金融事業 計

家電等販売 108,658 － 9,153 30,526 － 148,338 4 148,342

携帯電話等販売 34,698 165,247 － 7,191 － 207,138 － 207,138

ネットワークサービス － － 24,835 － － 24,835 － 24,835

その他 34 － － 810 3 849 6,444 7,293

顧客との契約から生じる収益 143,392 165,247 33,988 38,528 3 381,161 6,448 387,610

その他の収益 705 － － 519 3,089 4,314 1,181 5,496

外部顧客への売上高 144,097 165,247 33,988 39,047 3,093 385,475 7,630 393,106
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モール事業、有料衛星放送事業、

スポーツ事業、研修事業及びメガソーラー事業等を含めております。

２．従来より、デジタル家電専門店運営事業の顧客との契約から生じる収益を分解した情報については「家電等

販売」及び「携帯電話等販売」並びに「その他」に区分しておりましたが、デジタル家電専門店運営事業に

おける管理区分の変更により、当中間連結会計期間より「家電等販売」に区分していた一部の収益を「携帯

電話等販売」に変更しております。なお、前中間連結会計期間については、変更後の区分方法により作成し

たものを記載しております。

３．従来より、インターネット事業の顧客との契約から生じる収益を分解した情報については「家電等販売」及

び「ネットワークサービス」並びに「その他」に区分しておりましたが、インターネット事業における管理

区分の変更により、当中間連結会計期間より「その他」に区分していた収益を「ネットワークサービス」に

変更しております。なお、前中間連結会計期間については、変更後の区分方法により作成したものを記載し

ております。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

（１）１株当たり中間純利益 93円61銭 145円98銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 9,198 14,198

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間
純利益（百万円）

9,198 14,198

普通株式の期中平均株式数（千株） 98,258 97,262

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 92円60銭 142円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額
（百万円）

－ －

普通株式増加数（千株） 1,072 2,681

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概
要

第21回新株予約権
（新株予約権の数36,604個）
2023年６月16日
定時株主総会決議

１．新株予約権の行使期間
自　2026年７月19日
至　2028年７月18日

２．新株予約権の目的となる
株式の種類
普通株式

（単元株式数100株）
３．新株予約権の目的となる
株式の数
3,660,400株

第22回新株予約権
（新株予約権の数35,651個）
2024年６月21日
定時株主総会決議

１．新株予約権の行使期間
自　2027年７月17日
至　2029年７月16日

２．新株予約権の目的となる
株式の種類
普通株式

（単元株式数100株）
３．新株予約権の目的となる
株式の数
3,565,100株

 

（注）　株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり中間純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間318,468

株、当中間連結会計期間105,196株であります。
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（重要な後発事象）

(取得による企業結合)

当社は、2024年11月11日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社NJM１を通じて、日本産業

パートナーズ株式会社及びその子会社が管理・運営その他関与するファンドである日本産業第四号投資事業有限責

任組合などから、VAIO株式会社（以下「VAIO」）及びVAIO株式を保有するVJホールディングス3株式会社（以下、

「VJHD3」）の株式を取得し、直接または間接的にVAIOの発行済株式数の約93%にあたる株式を取得する株式譲渡契

約を締結することを決議いたしました。
 

（１）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

イ.被取得企業の名称

VAIO株式会社

VJホールディングス3株式会社

ロ.事業の内容

PC事業：企画、設計、開発、製造及び販売と、それに付随するサービス
 

②　企業結合を行った主な理由

当社グループは、デジタル家電専門店の運営事業を中心に、キャリアショップ事業、インターネット事

業、海外事業、金融事業等を通じ、グループシナジーを発揮しつつ、お客様の生活をより豊かに、より快適

にお過ごしいただくための新たな付加価値を生み出すご提案に取り組んでまいりました。

VAIOは、国内外におけるPC事業を主力事業とし、企画・設計から製造・販売、アフターサービスに至るま

でを一気通貫でのワンストップを強みにしています。また近年は、特に法人向け事業に注力し、事業を拡大

しています。今回の株式取得（子会社化）によってVAIOの事業運営方針やお客様との関係に変更はありませ

ん。

今後、当社は、VAIOの持続的な事業拡大に向けて、ブランド力と高い品質を維持しながら、VAIOの成長ポ

テンシャルをさらに引き出せるように、力強くサポートしてまいります。両者の顧客基盤を活用した双方の

事業機会の創出・拡大や、当社グループの安定的な財務基盤を生かしたVAIO財務戦略の強化・推進等、それ

ぞれの強みを生かしてグループシナジーを発揮することにより、純国産PCメーカーとしてVAIOの魅力を国内

外のお客様にお届けし、IT・デジタル関連商品・サービスの提供を通じて豊かな生活に貢献する「デジタル

一番星」を理念に掲げる当社グループの企業価値の更なる向上を目指します。
 

③　企業結合日

2025年１月６日（予定）
 

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得
 

⑤　結合後企業の名称

変更はありません。
 

⑥　取得した議決権の比率

93.0％
 

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社である株式会社NJM１が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。
 

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金） 11,100百万円（概算額）

取得原価 11,100百万円（概算額）
 

 

（３）主な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 100百万円（概算額）
 

 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。
 

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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２ 【その他】

2024年５月７日開催の取締役会において、2024年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………1,761百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………18円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月７日

また、第63期（2024年４月１日から2025年３月31日）中間配当について、2024年10月31日開催の取締役会におい

て、2024年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………1,940百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月６日

（注）中間配当金の総額には従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式に対する配当金31百万円が含まれて

おります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

　

2024年11月14日

株式会社ノジマ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ
 

横浜事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西　　川　　福　　之  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前　　川　　邦　　夫  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ノジマ

の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社ノジマ及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以  上

　
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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